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調査の概要

1

前調査と本調査の比較

調査内容

博士課程学生が受給する経済的支援について、個人の財源別受給額及び総額、大学からの支給額、ＴＡ・ＲＡ雇用の状況などを調査。

前調査（平成26年度実施） 本調査（平成28年度実施）

調査主体
三菱UFJリサーチ
＆コンサルティング

インテージリサーチ

調査対象 平成24年度在籍学生 平成27年度在籍学生
回答者数：全数（人） 73,975 51,024
回答者数：修了者（人） 15,592 9,465
機関回答数（機関） 432 416
機関回答率（％） 98.2 93.1



支援なし

40,002

54.1%

60万円未満

17,350

23.5%

60万円以上

120万円未満

5,228

7.1%

120万円以上

180万円未満

3,527

4.8%

180万円以上

240万円未満

1,920

2.6%

240万円以上

5,607

7.6%

受給額不明

341

0.5%

(n=73,975)

生活費相当額受給者

7,527人

10.2％

財源区分別生活費相当額受給者数
（主なもの）博士課程学生一人あたりの支給額

※ 回答から漏れていた特別研究員（ＤＣ）の受給者が「受給なし」に分類されていたため、
実際は年間240万円を受給しているものと仮定して、補正している。

博士課程学生の経済的支援の状況（受給額別）

○平成２７年度時点で、生活費相当額（年間１８０万円以上）の経済的支援の受給者は、博士課程
（後期）学生全体の１０．４％で、科学技術基本計画に掲げる目標値（２割）の半分程度。
○生活費相当額の受給者の半数以上が特別研究員（ＤＣ）受給者。
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（※受給額には、授業料減免措置を含む。）

前調査（平成24年度時点） 本調査（平成27年度時点）

※貸与型奨学金を除く

受給なし

26645

52.2%

60万円未満

12723

24.9%

60～120万円未満

3805

7.5%

120～180万円未満

2233

4.4%

180～240万円未満

1435

2.8%

240万円以上

3891

7.6%

支給額不明

292

0.6%

(n=51,024)

生活費相当額受給者
5,326人
10.4％

財源名 受給者数

特別研究員（ＤＣ） 2882人

博士課程教育リーディングプ
ログラム

637人

運営費交付金等 320人

国費留学生 218人

民間団体（企業等）等の奨学
金制度（返済不要のもの）

191人

科学研究費助成事業 33人



貸与型

給付型

博士課程学生の経済的支援制度の財源別にみた年間受給額 ※平成27年度時点

博士課程学生一人当たりの経済的支援の財源別受給状況（分野別）

○博士課程学生の育成を目的とする事業（日本学術振興会特別研究員事業、博士課程教育リーディングプログラム）では、生活費
相当額の受給者の割合が高いが、科研費など競争的資金の場合は、総じて受給者も受給額も少ない。
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81.3

61.7

72.0

63.3

79.9

62.4

67.4

13.9

1.6

5.0

30.9

65.6

8.2

20.0

12.3

17.5

8.0

21.3

13.3

19.4

13.5

12.7
0.2

14.3

21.0

17.7

32.1

45.3

2.5

4.6

18.0

9.0
2.4

8.1

6.0

6.0

3.6

68.5

27.2

13.0

54.0

22.1

1.1

2.2

0.0

3.3

0.3

3.0

3.7

22.4
1.6

6.7

13.4

2.6

1.9

8.4

1.5

3.0

2.0

2.3

1.4

2.3

1.9

44.3

92.7

2.1

5.7

1.0

3.0

3.2

1.4

11.0

0.0

1.0

2.7

4.8

7.4

0.7

0.3

3.4

1.8

0.0

0.9

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

運営費交付金等
(n=12,509)

科学研究費助成事業
(n=635)

スーパーグローバル大学創成支援
(n=50)

その他の国からの競争的な資金
(n=400)

奨学寄附金（委任経理金）
(n=293)
その他の外部資金

(n=396)
共同研究費

(n=215)
博士課程教育リーディングプログラム

(n=955)
日本学術振興会特別研究員

(n=2,619)
国費留学生
(n=2,492)

民間団体（企業等）等の奨学金制度
(n=997)

制度名不明
(n=192)

日本学生支援機構の奨学金制度
(n=5,024)

民間団体（企業等）等の奨学金制度
(n=95)

60万円未満

60万円以上
120万円未満
120万円以上
180万円未満
180万円以上
240万円未満
240万円以上

支給額不明



55.7

49.9

83.9

26.5

35.2

80.0

23.5

28.0

11.1

31.2

27.5

12.3

7.1

8.0

1.6

13.0

12.6

4.2

4.8

3.2

0.8

15.0

10.4

0.3

2.6

1.1

0.4

9.4

11.0

1.0

6.0

9.2

2.0

3.9

3.0

2.3

0.5

0.5

0.1

1.0

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

(n=73,975)

課程学生

(n=36,674)

社会人学生

(n=22,224)

外国人学生

(n=13,770)

社会人・外国人学生

(n=965)

不 明

(n=310)

博士課程学生の経済的支援の受給額【学生種別】

博士課程学生の経済的支援の状況（学生種別）

○何らかの給付型の経済的支援を受けた者の割合が約３％増加。
○本調査では、社会人学生の７割以上が経済的支援がないが、これらの中には在職中の者で所属先の
企業から給与等を受け取っている者も含まれると推測される。

4

（※受給額には、授業料減免措置を含む。）

※貸与型奨学金を除く

前調査（平成24年度時点） 本調査（平成27年度時点）

53.0

27.3

76.8

11.1

18.5

58.6

24.9

33.5

17.1

24.0

17.7

24.7

7.5

13.6

2.2

17.1

16.7

6.1

4.4

5.4

0.4

19.7

24.4

3.2

2.8

3.0

0.2

18.4

15.7

1.7

6.8

16.3

1.4

8.3

5.1

5.6

0.6

0.9

1.9

1.4

1.8

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(n=51,024)

課程学生
(n=7,481)

社会人学生
(n=6,272)

外国人学生
(n=3,038)

社会人・外国人学生
(n=491)

不明
(n=33,742)

支援なし

60万円未満

60万円以上
120万円未満
120万円以上
180万円未満
180万円以上
240万円未満
240万円以上

受給額不明



○ほぼ全ての専攻分野において、何らかの給付型の経済的支援を受けた者の割合が増加。
○専攻分野別では、特に理学、工学、農学分野で生活費相当額（年間１８０万円以上）の受給者が多い。
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博士課程学生の経済的支援の受給額【専攻分野別】
（※受給額には、授業料減免措置を含む。）

博士課程学生の経済的支援の状況（専攻分野別）
※貸与型奨学金を除く

前調査（平成24年度時点） 本調査（平成27年度時点）

53.0

48.9

54.3

31.2

43.9

42.7

67.9

63.6

56.7

54.4

43.0

24.9

33.5

27.7

29.5

22.3

28.7

20.8

18.9

29.6

29.5

30.6

7.5

5.8

7.0

13.6

10.8

8.7

4.0

5.3

4.5

6.4

9.6

4.4

2.5

3.7

4.7

8.0

7.0

2.2

0.8

1.8

5.0
5.9

2.8

2.7

2.5

3.8

5.2

3.6
1.3

1.5

0.9
2.1

2.3

6.8

6.1

4.2
16.7

9.3

8.4

3.2
8.3

5.9

1.4

8.5

0.6

0.5

0.5

0.4

0.5

0.9

0.7

1.5

0.8

1.1

0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(n=51,024)
人文科学
(n=4,257)
社会科学
(n=5,209)
理学

(n=4,903)
工学

(n=11,381)
農学

(n=2,682)
保健

(n=18,059)
家政

(n=132)
教育

(n=1,313)
芸術

(n=281)
その他

(n=2,744)

支援なし

60万円未満

60万円以上
120万円未満
120万円以上
180万円未満
180万円以上
240万円未満
240万円以上

受給額不明



71.5

70.8

84.6

52.8

60.4

81.6

0.2

0.1

0.2

0.4

0.1

0.3

11.8

12.6

4.1

21.4

23.2

4.5

8.3

8.1

2.6

17.6

11.3

7.1

0.5

0.4

0.3

1.0

1.0

0.2

0.2

0.0

0.5

0.1

0.2

0.3

0.1

0.2

7.4

7.5

8.2

6.1

3.8

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

(n=73,975)

課程学生

(n=36,674)

社会人学生

(n=22,224)

外国人学生

(n=13,770)

社会人・外国人学生

(n=965)

不 明

(n=310)

博士課程学生の授業料免除の状況（学生種別）

○何らかの授業料減免を受けた者の割合が約８％増加。
○博士課程学生で授業料免除措置を受けている学生は、約３割。社会人学生の８割以上は授業料減免
措置を受けていないが、所属先企業が授業料を支払っている場合も考えられる。

6

63.5

67.6

83.8

42.2

55.2

60.9

0.2

0.4

0.2

1.2

1.0

0.1

10.9

13.6

5.1

22.1

17.5

10.2

12.0

14.7

6.0

28.1

17.7

11.0

0.6

0.9

0.7

1.6

2.2

0.4

0.1

0.1

0.0

0.2

0.2

0.0

0.2

0.2

0.2

1.0

2.4

0.0

12.6

2.5

3.9

3.6

3.7

17.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=51,024)

課程学生

(n=7,481)

社会人学生

(n=6,272)

外国人学生

(n=3,038)

社会人・外国人

学生

(n=491)

不明

(n=33,742)

減免措置なし

10万円未満

10万円以上
30万円未満

30万円以上
60万円未満

60万円以上
100万円未満

100万円以上

減免額不明

無回答

博士課程学生の授業料減免措置【学生種別】

前調査（平成24年度時点） 本調査（平成27年度時点）



博士課程学生の授業料減免措置【専攻分野別】

博士課程学生の授業料免除の状況（専攻分野別）

○ほぼ全ての専攻分野において、何らかの授業料減免を受けた者の割合が増加。
○理学、工学分野で授業料減免を受けている学生の割合が比較的高いが、これら分野においても、
５割以上の学生は減免措置を受けていない。
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63.5

53.7

61.7

52.4

57.5

65.2

72.0

75.0

71.0

78.6

65.0

0.2

0.3

0.3

0.1

0.4

0.3

0.1

1.5

0.1

0.4

0.2

10.9

13.6

11.6

18.1

14.1

13.9

5.7

4.5

10.1

4.6

11.9

12.0

13.9

13.4

20.5

15.0

13.5

6.9

10.6

10.7

9.3

12.1

0.6

0.4

0.7

0.5

1.2

0.3

0.4

2.3

0.5

1.8

0.7

0.1

0.0

0.3

0.0

0.1

0.1

0.0

1.5

0.0

0.0

0.0

0.2

0.1

0.2

0.1

0.3

0.1

0.1
0.0

0.1

0.0

0.1

12.6

18.0

11.8

8.2

11.5

6.6

14.9

4.5
7.6

5.3

9.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

(n=51,024)
人文科学

(n=4,257)
社会科学

(n=5,209)
理学

(n=4,903)
工学

(n=11,381)
農学

(n=2,682)
保健

(n=18,059)
家政

(n=132)
教育

(n=1,313)
芸術

(n=281)
その他

(n=2,744)

減免措置なし

10万円未満

10万円以上
30万円未満
30万円以上
60万円未満
60万円以上
100万円未満
100万円以上

減免額不明

無回答

前調査（平成24年度時点） 本調査（平成27年度時点）


